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全国すべての事業所・企業が対象です

補助金の算定や地域経済活性化の資料など、さまざまな分野で活用される調査です。
従業員数、開設時期、売上金額などを調査します。

前回（令和3年）調査対象の事業所に、4月初旬に国からインターネット調査用の封書が送付されます。
新規の事業所には、調査員が5月頃から訪問します。

インターネット回答が確認できない場合は、確認のため調査員が事業所を訪問します。
※回答内容は、統計作成の目的以外（税の資料など）には絶対に使用しません。

市役所からの
お願いです

日本経済の今を
明らかにする
重要な調査です

詳細はホームページをご覧ください。
https://www.e-census2026.go.jp/

インターネット回答がおすすめです。

経済センサス2026
スマートフォンやタブレットからでも
回答できます。

2026.4  広報たがわ 24


